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1.　18年 4月中間期の業績（平成17年11月 1日～平成18年 4月30日）
(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 4月中間期 5,758 (  7.2) 453 ( 15.5) 454 ( 26.8)

17年 4月中間期 5,372 (　2.9) 393 ( 11.8) 358 (　0.3)

17年10月期 9,307 　 356 　 307 　
　

　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年 4月中間期 191 (△4.9) 40 67 ― ―

17年 4月中間期 201 (　9.4) 42 76 ― ―

17年10月期 155 　 32 98 ― ―
(注) ① 持分法投資損益 18年4月中間期 ―百万円 17年4月中間期 ―百万円 17年10月期 ―百万円

　 ② 期中平均株式数 18年4月中間期 4,702,115株 17年4月中間期 4,705,499株 17年10月期 4,704,442株

　 ③ 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 配当状況

　 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 (注)　18年 4月中間期配当金

の内訳

記念配当　　 0円00銭

特別配当　 　0円00銭

　 円 銭 円 銭

18年 4月中間期 0 00 ――――――

17年 4月中間期 0 00 ――――――

　 年 　 月 期 ―――――― 8 00
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 4月中間期 6,389 2,627 41.1 558 73

17年 4月中間期 6,415 2,520 39.3 535 78

17年10月期 5,762 2,473 42.9 526 05
(注) ① 期末発行済株式数 18年4月中間期 4,702,083株 17年4月中間期 4,703,883株 17年10月期 4,702,483株

　 ② 期末自己株式数 18年4月中間期 137,917株 17年4月中間期 136,117株 17年10月期 137,517株
　
(4) キャッシュ・フローの状況

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

18年 4月中間期 590 △149 △179 534

17年 4月中間期 762 △131 △508 413

17年10月期 578 △138 △458 272
　
2.　18年10月期の業績予想（平成17年11月 1日～平成18年10月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末 　
　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 9,700 342 174 8 00 8 00
　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　37円00銭
　
　　※上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。　
　　　実際の業績は、今後、様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。　



1. 企業集団の状況

当社には、企業集団を構成する関係会社はありません。また、当社との間に継続的で緊密な事業上の関係

がある関連当事者もいないため、該当事項はありません。



2. 経営方針

(1) 経営の基本方針

当社は、自動車用品の中でもアルミホイールとタイヤにターゲットを絞り、専門店化することで、販売

員の商品知識及びノウハウのレベルアップを図っております。そのため、他の大手カー用品店では得られ

ない専門的な商品知識を顧客に提供することができ、大手カー用品店とは一線を画した販売を行っており

ます。販売員に関しましてもＣＳを一番に考え、パートやアルバイトに頼らず、正社員のみで運営するこ

とで、装着ノウハウや商品知識のスキルアップをより確実にし、専門店らしさを出しております。プライ

ベートブランドの開発においても、この専門的な知識及び販売情報をフルに活用し、現在の多種多様化す

る顧客の要求に対応した商品の開発に力を注いでおります。また、海外ブランド品及びその他輸入品に関

しましても、価格競争は激化しておりますが、海外に出向き、当社が独自で開拓・維持したルート及び関

係を強化するとともに、より競争力のある仕入ルートや新規の供給先の開拓に全力を挙げております。

　

(2) 利益配分に関する基本方針

当社は、株主の皆様に対する長期的利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。中長期

的視点から経営基盤の確立と株主資本利益率の向上に努めるとともに、財務内容の充実を図り、経営資源

を有効活用することで業績を伸張させ、株主の皆様のご期待に添えるような安定した配当を行うことを基

本としております。

　

(3) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針

当社は、個人投資家層の拡大、株式流動性の向上が資本政策上の重要課題であることを認識しており、

平成17年12月１日より１単元の株式数を1,000株から100株へと投資単位の引下げをしました。今後も株式

利益の最大化を基本に、株式市場の活性化に寄与できる施策を検討してまいります。

　

(4) 目標とする経営指標

利益配分の基本方針に従って、長期的に安定した配当を継続するとともに、企業価値の増大による利益

還元を行うための経営指標として、ＲＯＥ(株主資本当期純利益率)８％を中期目標としております。

　ＲＯＥ推移：平成17年10月期　6.4％　　平成16年10月期　4.5％　　平成15年10月期　4.6％

　



(5) 中長期的な会社の経営戦略

回復に向かっていた日経平均株価の推移も、ライブドアショックにより水をさされた形になり、さらに

は、原油価格の高騰によるタイヤ価格の上昇、アルミ地金の高騰によるホイール価格の上昇など、業界を

とりまく環境は依然として厳しいものとなっております。消費活動においては、ますます高価格商品と低

価格商品の二極化が顕著となっており、今までのような商品戦略では対応できなくなっております。当社

は、前期より既存店との競合がない新規市場に、店舗の内外装を高級指向に振り、高級ブランド品の陳列

を重点に考えた、「スペシャルブランド」店を積極的に展開し、顧客単価の向上を図ってまいります。ま

た、「フジファイブデイズ」と名づけたサテライト店舗も、よりファッショナブルな店構えを採用して出

店してまいります。既存店舗に関しましても、外構内装共に現在の出店形態にあわせた、オシャレな雰囲

気のある店舗に改装して、既存店売上の増強を図って行きます。

　インターネットホームページへのアクセスがかなり増加しており、ｗｅｂサーバの安定稼動を図るべく

台数を増強しました。また、会員登録を新たに加え、今後の出店地区への囲い込みや、ホームページユー

ザーの利便性の向上を目指してまいります。

　

(6) 会社が対処すべき課題

前期同様、当社の販売単価は、ホイールにおいては若干の下落が見られたものの、タイヤにおいては上

昇が見られ、販売数量も増え売上高は前年を上回ることができました。また、昨年より徹底したプライベ

ートブランド商品の開発、販売及び広告戦略の見直しをしたことにより、経常利益では増益を達成するこ

とができましたが、固定資産の減損に係る会計基準が適用されて、保有する固定資産について減損処理が

必要になったことにより純利益では若干の減益となりました。

　これからは、専門性を突き詰めた新形態の店舗「スペシャルブランド」店においてだけでなく、既存店

の中でも地域の状況にあわせ、商品構成を外国産車や国産高級車に適合する高額商品を中心に揃え、顧客

販売単価の向上に重点を置き、高品質のブランド品や個性的な商品を求める顧客に対応した販売を推し進

めてまいります。

　オリジナルブランドにおきましても、大型化する車両に対応した商品や高級志向のお客様に満足の行く

ような高付加価値商品の開発も行ってまいります。

　通信販売においては、パソコンや携帯電話からでも店舗の検索やネットショッピングができる、ＳＳＬ

に対応した安心してショッピングを楽しめるサイトを立ち上げており、昨年よりさらに受注量は増加して

おります。そこで、増加するアクセスに対応すべくハードウェアの増強やソフト面での更なる改善を加

え、システムの信頼性を上げると共にメンテナンス性を容易にさせ、より多くの商品からすばやく検索で

きるようにしてまいります。

　



(7) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当社は、少数の取締役により迅速な意思決定と正確な情報の把握を行い、正確かつ公平なディスクロー

ズに努め、公正で透明な経営を維持し、積極的なＩＲ活動を行っております。今後においても、基幹シス

テムと経営管理システムのリンクを強化し、さらにリアルタイムな経営情報の活用をしてまいります。

(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況)

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織

その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

ⅰ．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

取締役会は取締役5名で構成しており、毎月1回開催される取締役会と臨時取締役会に加え、取締役間で

随時打合せを行い、経営環境の変化等による戦略決定、重要事項や業績報告及びその対策についての付議

など会社の業務執行を効率的に行っております。

  当社は監査役制度を採用しており、監査役3名のうち2名は社外監査役を選任しております。監査役は、

取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職務執行を十分監視できる体制となっており、コンプライアン

スと内部統制の充実強化を図っております。

  会計監査人は、監査法人トーマツと監査契約を締結し、正確な経営情報を提供できる環境を整備し、公

正不偏な立場から監査が実施されるよう努めております。

  顧問弁護士からは、コーポレート・ガバナンスに関連する事項を含め、企業倫理及びコンプライアンス

について指導、助言を受けております。

  社内における会計監査及び業務監査については、内部監査室を設置し、社内全部署の内部監査を計画的

に実施しております。監査結果は取締役会に報告され、内部監査報告書及び改善指示書をもって、被監査

部署に通知されます。被監査部署の責任者は改善状況報告書を作成し、監査責任者を経て社長に提出さ

れ、業務の改善に努めております。



ⅱ．リスク管理体制の整備の状況

監査役と内部監査室が連携して業務監査を実施し、監査を強化しております。個人情報の管理におきま

しては、情報を管理できる担当者を最小限に絞り、パスワードをかけ管理しております。さらに情報管理

の強化をするために、当期末より基幹システムを最新のオペレーティングシステムに対応させ、その後、

当該ネットワークに最も適したネットワーク管理プログラムの導入を図るべく、数種類のプログラムを検

証しております。広告掲載に関しましては、タイヤ公正取引協議会に加入し、広告全般に係る指導を受け

て行っております。

　

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、

資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

社外取締役は選任しておりません。社外監査役については該当事項はありません。

　

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況

当社は、業務執行に関わる最高意思決定機関としての取締役会を毎月1回以上開催し、重要な経営戦略

及び重要事項を迅速に決定しております。また、取締役、部門最高責任者間でも随時打合せを行い、各部

門の懸案事項等の情報が速やかに報告され、効率的な牽制を行っております。

　コンプライアンス体制強化のため、全社員に対し、個人情報保護に関する会社の責任について指導教育

を行い、意識の向上を図っております。

　

(8) 親会社等に関する基本方針

該当事項はありません。

　

(9) 内部管理体制の整備・運用状況

管理部門は、社長直轄組織として設置されており、他部門に対しての内部統制が適切かつ合理的に機能

するよう運営しています。また、社内規程についても社内の業務を網羅するよう整備運用しており、法改

正への対応改訂を実施し、適正適法に業務が運営できるよう努めております。

　内部監査については(7)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況に

記載のとおりであります。

　

(10) その他会社の経営上の重要な事項

該当事項はありません。



3. 経営成績及び財政状態

(1) 当中間会計期間の経営成績

当期におけるわが国の経済は、企業収益の改善や設備投資の増加等により、緩やかな景気回復の兆しが

見え始めましたが、所得税の定率減税の廃止や社会保障費の個人負担増及び消費税の大幅引き上げなどが

議論されていることから、個人消費への支出増加が期待できずに依然厳しい状況が続いております。

  このような経済状況のもと、当社においては、フジファイブデイズ山形店を平成18年３月に、フジファ

イブデイズ宇都宮東店を平成18年４月に開店させ、さらに通信販売においては、当社ホームページ上ショ

ッピングサイトの機能性と利便性を追求し、売上件数の増加に努めました。売上を商品別に見ますと、タ

イヤは、昨年末から今年初めにかけての全国的な大雪の影響により、スタッドレスタイヤの販売が急増し

たため、売上金額は2,914百万円(対前年比114.9％)、販売本数では約226千本(対前年比113.9％)となって

おります。また、ホイールは、売上金額が2,308百万円(対前年比100.6％)、販売本数では約172千本(対前

年比116.4％)となりました。当期の売上構成比は、タイヤ50.6％(前年47.2％)、ホイール40.1％(前年

42.7％)、その他9.3％(前年10.1％)と、タイヤの売上構成比率が前年より増加いたしました。

  この結果、当中間会計期間の経営成績を総括いたしますと、売上高は5,758百万円(対前年比107.2％)で

対前年比385百万円増、また、売上総利益は1,569百万円(対前年比108.2％)で対前年比118百万円増、経常

利益は454百万円(対前年比126.8％)で対前年比95百万円増、中間純利益は191百万円(対前年比95.1％)で

対前年比９百万円減となり、売上高及び経常利益は伸びたものの、当中間会計期間より固定資産の減損に

係る会計基準が適用されて、保有する固定資産について減損処理が必要になったことにより増収減益とな

りました。

　

(2) 財政状態

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ120百

万円増加し、当中間会計期間末には534百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フローの状況)

営業活動の結果獲得した資金は590百万円となりました。(前中間会計期間は762百万円の獲得)

主な内訳は、税引前当期純利益337百万円、減損損失113百万円、たな卸資産の増加額271百万円、仕入

債務の増加額533百万円、法人税等の支払額105百万円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フローの状況)

投資活動の結果使用した資金は149百万円となりました。(前中間会計期間は131百万円の使用)

主な内訳は、有形固定資産の取得による支出85百万円、無形固定資産の取得による支出24百万円、建設

協力金の支払額25百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フローの状況)

財務活動の結果使用した資金は179百万円となりました。(前中間会計期間は508百万円の使用)

主な内訳は、長期借入金の返済による支出192百万円によるものであります。

　



なお、キャッシュ・フロー指標等のトレンドは以下のとおりです。

　 平成16年4月期 平成16年10月期 平成17年4月期 平成17年10月期 平成18年4月期

自己資本比率(％) 37.0 39.5 39.3 42.9 41.1

時価ベースの
自己資本比率(％)

27.0 23.9 25.0 32.8 36.8

債務償還年数(年) 5.6 20.0 3.3 4.4 4.1

インタレスト・カバレッジ
・レシオ(倍)

30.0 6.0 43.8 16.1 28.6

自己資本比率：自己資本／総資産

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

  債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　

(3) 事業等のリスク

当社の経営成績及び財政状態に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事

項には、以下のようなものがあります。

① 天候による影響について

当社の販売する商品には、天候に大きく左右される季節商品が一部含まれており、予期しない天候不順

等が発生した場合、季節商品の売上減少や過剰在庫を招く可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。

　

② オリジナル商品等について

当社のオリジナル商品につきましては、生産委託工場を複数社に分割して発注しておりますが、地震等

の災害により委託先工場が操業停止の事態に陥った場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　

③ 個人情報保護法について

当社の個人情報の管理に関して、個人情報を多数取り扱っておりますが、当該利用目的に限定して個人

情報を利用する義務などを定めています。当社のシステムでのセキュリティー面も強化するなどで外部へ

の漏洩防止に努めておりますが、予期しない事故等により個人情報の流出が発生した場合は、当社の社会

的信用の低下などで当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

④ 減損会計適用について

当期より、固定資産の減損に係る会計基準を適用しており、保有する固定資産について減損処理が必要

になった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4）通期の見通し

今後におけるわが国の経済は、原油価格の高騰による物価の上昇や来年以後に控える増税等から、個人

消費の伸び悩みが考えられます。従いまして、今期の見通しとしては、売上高で9,700百万円、当期純利

益で174百万円と見込んでおります。



4. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年４月30日)

当中間会計期間末

(平成18年４月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

１　現金及び預金 　 415,377 　 536,778 　 274,487 　

２　売掛金 　 393,344 　 389,206 　 306,013 　

３　たな卸資産 　 1,958,464 　 1,906,540 　 1,634,988 　

４　繰延税金資産 　 20,576 　 26,363 　 17,546 　

５　その他 　 132,948 　 127,774 　 130,982 　

流動資産合計 　 2,920,711 45.5 2,986,663 46.7 2,364,018 41.0

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

(1) 建物及び建物附属設備 ※１ 1,306,286 　 1,384,263 　 1,325,889 　

(2) 土地 ※１ 1,677,701 　 1,579,298 　 1,677,701 　

(3) その他 　 475,321 　 467,268 　 461,389 　

減価償却累計額 　 △839,566 　 △893,408 　 △876,064 　

減損損失累計額 　 ― 　 △15,469 　 ― 　

有形固定資産合計 　 2,619,743 　 2,521,952 　 2,588,916 　

２　無形固定資産 　 27,101 　 44,155 　 25,725 　

３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

(1) 長期前払費用 　 603,685 　 542,296 　 544,433 　

(2) 繰延税金資産 　 ― 　 41,497 　 ─ 　

(3) その他 　 244,487 　 252,630 　 239,585 　

投資その他の資産合計 　 848,172 　 836,424 　 784,018 　

固定資産合計 　 3,495,017 54.5 3,402,531 53.3 3,398,659 59.0

資産合計 　 6,415,728 100.0 6,389,195 100.0 5,762,678 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　

　



　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年４月30日)

当中間会計期間末

(平成18年４月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

１　買掛金 　 960,311 　 873,452 　 373,442 　

２　短期借入金 ※１ 720,000 　 700,000 　 650,000 　

３　１年以内に返済予定の

　　長期借入金
※１ 342,857 　 335,714 　 385,714 　

４　未払法人税等 　 168,000 　 208,389 　 108,000 　

５　賞与引当金 　 18,870 　 23,210 　 19,860 　

６　その他 ※２ 218,449 　 223,384 　 207,821 　

流動負債合計 　 2,428,488 37.8 2,364,151 37.0 1,744,837 30.3

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

１　長期借入金 ※１ 1,453,571 　 1,389,285 　 1,532,142 　

２　繰延税金負債 　 5,495 　 ― 　 3,644 　

３　退職給付引当金 　 4,166 　 8,556 　 8,324 　

４　その他 　 3,750 　 ― 　 ― 　

　固定負債合計 　 1,466,983 22.9 1,397,842 21.9 1,544,111 26.8

　負債合計 　 3,895,471 60.7 3,761,993 58.9 3,288,949 57.1

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 531,400 8.3 531,400 8.3 531,400 9.2

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　

１　資本準備金 　 568,000 　 568,000 　 568,000 　

　資本剰余金合計 　 568,000 8.9 568,000 8.9 568,000 9.9

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

１　利益準備金 　 6,570 　 6,570 　 6,570 　

２　任意積立金 　 1,212,692 　 1,311,737 　 1,212,692 　

３　中間(当期)未処分利益 　 233,099 　 241,653 　 187,072 　

　利益剰余金合計 　 1,452,363 22.6 1,559,962 24.4 1,406,336 24.4

Ⅳ　自己株式 　 △31,506 △0.5 △32,160 △0.5 △32,006 △0.6

　　資本合計 　 2,520,257 39.3 2,627,201 41.1 2,473,729 42.9

　　負債・資本合計 　 6,415,728 100.0 6,389,195 100.0 5,762,678 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　
　



② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 5,372,712 100.0 　 5,758,183 100.0 　 9,307,942 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 3,921,260 73.0 　 4,188,313 72.7 　 6,925,963 74.4

売上総利益 　 　 1,451,451 27.0 　 1,569,869 27.3 　 2,381,978 25.6

Ⅲ　販売費及び

　　一般管理費
　 　 1,058,340 19.7 　 1,115,929 19.4 　 2,025,736 21.8

営業利益 　 　 393,111 7.3 　 453,939 7.9 　 356,242 3.8

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 25,392 0.5 　 24,821 0.4 　 56,034 0.6

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 59,830 1.1 　 24,122 0.4 　 104,600 1.1

経常利益 　 　 358,673 6.7 　 454,638 7.9 　 307,676 3.3

Ⅵ　特別利益 　 　 ― ― 　 ― ― 　 ― ―

Ⅶ　特別損失 ※３ 　 2,419 0.1 　 117,307 2.0 　 3,635 0.0

　　税引前中間

　　(当期)純利益
　 　 356,253 6.6 　 337,331 5.9 　 304,041 3.3

　　法人税、住民税

　　及び事業税
※４ 162,811 　 　 200,044 　 　 155,447 　 　

　　法人税等調整額 　 △7,747 155,063 2.9 △53,959 146,084 2.6 △6,567 148,879 1.6

　　中間(当期)純利益 　 　 201,189 3.7 　 191,246 3.3 　 155,162 1.7

　　前期繰越利益 　 　 31,910 　 　 50,407 　 　 31,910 　

　　中間(当期)未処分利益 　 　 233,099 　 　 241,653 　 　 187,072 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　



③ 中間キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　１　税引前中間(当期)純利益 　 356,253 337,331 304,041

　２　減価償却費 　 44,979 44,455 93,459

　３　減損損失 　 ─ 113,873 ─

　４　賞与引当金の増加(△減少)額 　 △230 3,350 760

　５　退職給付引当金の増加額 　 550 232 4,708

　６　長期前払費用の減少(△増加)額 　 △2,317 27,136 53,435

　７　繰延資産償却 　 13,837 ― 13,837

　８　受取利息及び受取配当金 　 △140 △516 △501

　９　支払利息 　 17,403 20,653 35,946

　10　有形固定資産売却損 　 200 ― 588

　11　有形固定資産除却損 　 2,219 1,977 3,046

　12　無形固定資産除却損 　 ― 1,457 ―

　13　売上債権の減少(△増加)額 　 △60,839 △78,482 18,194

　14　たな卸資産の減少(△増加)額 　 △108,816 △271,552 214,659

　15　仕入債務の増加(△減少)額 　 610,042 533,625 △4,512

　16　未払消費税等の増加(△減少)額 　 △6,254 △27,504 5,640

　17　その他 　 △37,761 12,125 △20,707

　　　　小計 　 829,128 718,161 722,596

　18　利息及び配当金の受取額 　 129 505 491

　19　利息の支払額 　 △13,253 △22,364 △30,611

　20　法人税等の支払額 　 △53,656 △105,478 △113,642

　　　営業活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 762,347 590,846 578,834

Ⅱ　投資活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　１　定期預金等の純増減額 　 △521 △527 △430

　２　有形固定資産の取得

　　　による支出
　 △72,017 △85,838 △86,443

　３　有形固定資産の売却

　　　による収入
　 100 ― 250

　４　無形固定資産の取得

　　　による支出
　 △8,782 △24,800 △10,617

　５　建設協力金の回収額 　 ― ― 83,500

　６　建設協力金の支払額 　 ― △25,000 △80,000

　７　貸付金の回収による収入 　 409 579 903

　８　保証金支払による支出 　 △45,000 ― △45,020

　９　その他 　 △5,287 △13,546 △865

　　　投資活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 △131,098 △149,133 △138,723

　



　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　１　短期借入金の純増減額 　 △955,000 50,000 △1,025,000

　２　社債償還による支出 　 △730,000 ― △730,000

　３　長期借入による収入 　 1,700,000 ― 2,000,000

　４　長期借入金の返済による支出 　 △485,271 △192,857 △663,842

　５　自己株式の取得による支出 　 △1,006 △154 △1,507

　６　配当金の支払額 　 △37,130 △36,938 △37,719

　　　財務活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 △508,408 △179,949 △458,070

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 ― ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 　 122,840 261,763 △17,959

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 290,223 272,264 290,223

Ⅶ　現金及び現金同等物の

　　中間期末(期末)残高
※ 413,063 534,027 272,264

　 　 　 　 　

　



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

(1) たな卸資産
　　移動平均法による原価

法を採用しております。

(1) たな卸資産
同左

(1) たな卸資産
同左

２　固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
　　定率法(ただし、平成10

年4月1日以降に取得した
建物(建物附属設備を除
く)については定額法)を
採用しております。

　　なお、主な耐用年数は
以下のとおりでありま
す。

　建物 31～38年
　建物附属設備 8～18年
　構築物 10～40年

(1) 有形固定資産
　
　

同左
　
　
　　なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま
す。

　建物 31～38年
　建物附属設備 8～18年
　構築物 10～40年

(1) 有形固定資産
　
　

同左
　
　
　　なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま
す。

　建物 31～38年
　建物附属設備 8～18年
　構築物 10～40年

　 (2) 無形固定資産
　　定額法を採用しており

ます。
　　なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社
内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を
採用しております。

(2) 無形固定資産
　
　
　

同左
　
　
　

(3) 無形固定資産
　
　
　

同左
　
　
　

３　繰延資産の処理方
法

(1) 社債発行費
　　商法施行規則の規定に
基づき最長期間(3年)にわ
たり毎期均等償却してお
ります。

　
　
─
　
　

(1) 社債発行費
　　商法施行規則の規定に
基づき最長期間(3年)にわ
たり毎期均等償却してお
ります。

　　なお、当事業年度にお
いて社債の買入償還をい
たしましたので、一時に
償却しております。

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　　債権の貸倒損失に備え

るため、一般債権につい
ては貸倒実績繰入率によ
り、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上して
おります。

(1) 貸倒引当金
　
　
　

同左
　
　
　
　

(1) 貸倒引当金
　
　
　

同左
　
　
　
　

　 (2) 賞与引当金
　　従業員の賞与の支払い

に備えて、賞与見込額に
基づき計上しておりま
す。

(2) 賞与引当金
　

同左
　
　

(2) 賞与引当金
　

同左
　
　

　 (3) 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
おります。

(3) 退職給付引当金
　  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末
における退職給付債務に
基づき、当中間会計期間
末において発生している
と認められる額を計上し
ております。

 　 なお、当中間会計期間
期首において、前事業年
度末までの計算期間をも
って税制適格退職年金制
度を全部解約し終了して
おります。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき計上しております。

　



　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

５　リース取引の処理
方法

　リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。

同左 同左

６　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
　　特例処理の要件を満た

す金利スワップについて
特例処理を採用しており
ます。

　

―

(1) ヘッジ会計の方法
　　特例処理の要件を満た

す金利スワップについて
特例処理を採用しており
ます。

　 (2) ヘッジ手段と対象
　・ヘッジ手段
　　デリバティブ取引(金利

スワップ取引)

(2) ヘッジ手段と対象
　・ヘッジ手段
　　デリバティブ取引(金利

スワップ取引)
　・ヘッジ対象
　　長期借入金

　 　・ヘッジ対象
　　長期借入金

　 (3) ヘッジ方針
　　当社は、為替や金利変

動リスクに晒されている
資産・負債に係るリスク
をヘッジする目的にのみ
デリバティブ取引を行う
ものとしております。

(3) ヘッジ方針
　　当社は、為替や金利変

動リスクに晒されている
資産・負債に係るリスク
をヘッジする目的にのみ
デリバティブ取引を行う
ものとしております。

　



　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

　 (4) ヘッジ有効性評価の方
法
リスク管理方針に従っ

て以下の条件を満たす金
利スワップを締結してお
ります。
Ⅰ　金利スワップ想定元

本と長期借入金の元本
金額が一致している。

　
Ⅱ　金利スワップと長期

借入金の契約期間及び
満期が一致している。

　
Ⅲ　長期借入金の変動金

利のインデックスと金
利スワップで受払され
る変動金利のインデッ
クスがTibor+0.50で一
致している。

　
Ⅳ　長期借入金と金利ス

ワップの金利改定条件
が一致している。

　
Ⅴ　金利スワップの受払

条件がスワップ期間を
通して一定である。

従って金利スワップの特
例処理の条件を満たして
いるので決算日における
有効性の評価を省略して
おります。

―

(4) ヘッジ有効性評価の方
法
リスク管理方針に従っ

て以下の条件を満たす金
利スワップを締結してお
ります。
Ⅰ　金利スワップ想定元

本と長期借入金の元本
金額が一致している。

　
Ⅱ　金利スワップと長期

借入金の契約期間及び
満期が一致している。

　
Ⅲ　長期借入金の変動金

利のインデックスと金
利スワップで受払され
る変動金利のインデッ
クスがTibor+0.50で一
致している。

　
Ⅳ　長期借入金と金利ス

ワップの金利改定条件
が一致している。

　
Ⅴ　金利スワップの受払

条件がスワップ期間を
通して一定である。

従って金利スワップの特
例処理の条件を満たして
いるので決算日における
有効性の評価を省略して
おります。

７　中間キャッシュ・
フロー計算書(キ
ャッシュ・フロー
計算書)における
資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー
計算書における資金(現金及
び預金同等物)は、手許現
金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期
投資からなっております。

同左

　キャッシュ・フロー計算
書における資金(現金及び預
金同等物)は、手許現金、随
時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅
少なリスクしか負わない取
得日から３ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資か
らなっております。

８　その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項

(1) 消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方法
によっております。

(1) 消費税等の会計処理
　

同左

(1) 消費税等の会計処理
　

同左

　

　



会計処理の変更

前中間会計期間 当中間会計期間 前会計年度
(自　平成16年11月１日 (自　平成17年11月１日 (自　平成16年11月１日
  至　平成17年４月30日)   至　平成18年４月30日)   至　平成17年10月31日)

―

(固定資産の減損に係る会計基準)
「固定資産の減損に係る会計基
準」(「固定資産の減損に係る会計
基準の設定に関する意見書」(企業
会計審議会　平成14年８月９日))
及び「固定資産の減損に係る会計
基準の適用指針」(企業会計基準委
員会　平成15年10月31日　企業会
計基準摘要指針第６号)を当中間会
計期間から適用しております。当
該会計処理の変更により税引前中
間純利益は113,873千円減少してお
ります。
なお、減損損失累計額については
改正後の中間財務諸表等規則に基
づき減損損失累計額の科目をもっ
て表示しております。

―



注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年４月30日)

当中間会計期間末
(平成18年４月30日)

前事業年度末
(平成17年10月31日)

※１　担保資産
　　(1) 担保に供している資産

※１　担保資産
　　(1) 担保に供している資産

※１　担保資産
　　(1) 担保に供している資産

建物及び建
物附属設備

476,072千円

土地 1,677,701千円

　合計 2,153,774千円

建物及び建
物附属設備

428,254千円

土地 1,579,298千円

　合計 2,007,552千円

建物及び建
物附属設備

473,563千円

土地 1,677,701千円

　合計 2,151,265千円

　　(2) 担保に対応する債務 　　(2) 担保に対応する債務 　　(2) 担保に対応する債務

短期借入金 720,000千円

一年以内に
返済予定の
長期借入金

242,857千円

長期借入金 1,403,571千円

　合計 2,366,428千円

一年以内に
返済予定の
長期借入金

285,714千円

長期借入金 1,389,285千円

　合計 1,675,000千円

一年以内に
返済予定の
長期借入金

285,714千円

長期借入金 1,532,142千円

　合計 1,817,857千円

※２　消費税等の取扱い
　仮払消費税等及び仮受消費税
等は、相殺のうえ、金額的重要
性が乏しいため、流動負債の
「その他」に含めて表示してお
ります。

※２　消費税等の取扱い
　
　

同左
　
　

※２　消費税等の取扱い
　
　

―
　
　

３　当社は、運転資金及び設備資
金の効率的かつ機動的な調達を
行うため、取引銀行３行と当座
貸越契約並びに取引銀行10行と
シンジケート方式によるコミッ
トライン契約及びコミット型タ
ームローン契約を締結しており
ます。
　これらの契約に基づく当中間
会計期間末の借入未実行残高は
次のとおりであります。

３　当社は、運転資金の効率的な
調達を行うため、取引銀行14行
と当座貸越契約及び貸出コミッ
トメント契約を締結しておりま
す。

　
　
　

　これらの契約に基づく当中間
会計期間末の借入未実行残高は
次のとおりであります。

３　当社は、運転資金の効率的な
調達を行うため、取引銀行16行
と当座貸越契約及び貸出コミッ
トメント契約を締結しておりま
す。

　
　
　

　これらの契約に基づく当事業
年末の借入未実行残高は次のと
おりであります。

当座貸越極
度額

650,000千円

コミットメ
ントライン
契約の総額

1,800,000千円

コミット型
タームロー
ン契約の総
額

2,000,000千円

借入実行残
高

2,366,428千円

　差引額 2,083,571千円

当座貸越極
度額及び貸
出コミット
メント総額

6,200,000千円

借入実行残
高

2,375,000千円

　差引額 3,824,999千円

当座貸越極
度額及び貸
出コミット
メント総額

5,700,000千円

借入実行残
高

2,467,857千円

　差引額 3,232,142千円

　



(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

受取手数料 14,204千円 受取手数料 13,285千円 受取手数料 29,383千円

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 17,343千円

社債利息 60千円

シンジケート手
数料

26,250千円

支払利息 20,653千円

シンジケート手
数料

1,500千円

支払利息 35,885千円

社債利息 60千円

シンジケート手
数料

52,273千円

※３　特別損失のうち主要なもの ※３　特別損失のうち主要なもの ※３　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 2,219千円 減損損失 113,873千円

固定資産除却損 3,434千円

固定資産除却損 3,046千円

※４　法人税及び住民税並びに事業
税の算定方法

　　　税額の算定にあたっては「利
益剰余金」に含まれている租
税特別措置法の規定による固
定資産圧縮積立金の調整を考
慮しております。

※４　法人税及び住民税並びに事業
税の算定方法

　　　税額の算定にあたっては「利
益剰余金」に含まれている租
税特別措置法の規定による固
定資産圧縮積立金の調整を考
慮しております。

※４

　　　

　
―

　５　当社の売上高は、冬期商品の
需要期が上期に含まれるた
め、事業年度の上期と下期と
の間に著しい相違がありま
す。

５
　

同左

５
　

―

　６　減価償却実施額

有形固定資産 41,111千円

無形固定資産 3,867千円

　６　減価償却実施額

有形固定資産 39,541千円

無形固定資産 4,913千円

　６　減価償却実施額

有形固定資産 85,436千円

無形固定資産 8,023千円

　



前中間会計期間
(自　平成16年11月１日
  至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

７ ７　減損損失 ７

―

     (1)減損損失を認識した資産
        グループの概要

場所 福島県郡山市

主な用途
賃貸店舗用土地
建物

種類 建物及び土地等

その他 遊休

　
     (2)減損損失の認識に至った
        経緯
      遊休の土地建物については、

現状において時価の著しい下
落が見られるため、帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、
当該減少額113,873千円を特別
損失に計上しております。

　
     (3)減損損失の内訳
      その内訳は、建物及び建物附

属設備15,324千円、土地
98,403千円、その他145千円で
あります。

　
     (4)資産のグルーピングの方法
      当社は、以下の方法で資産の

グルーピングを行っておりま
す。

      ①継続的に損益を把握してい
る店舗を基礎として、資産の
グルーピングを行っておりま
す。

      ②遊休資産については、当該
資産単独で資産のグルーピン
グをしております。

　
     (5)回収可能価額の算定方法
      なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、
時価は主として不動産鑑定基
準に基づく鑑定評価額を使用
しております。

―

　



(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成17年４月30日)

　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成18年４月30日)

　現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

(平成17年10月31日)

現金及び預金勘定 415,377千円

預入れ期間が３ヶ月
を超える定期預金

△2,313千円

現金及び現金同等物 413,063千円
　

現金及び預金勘定 536,778千円

預入れ期間が３ヶ月
を超える定期預金

△2,750千円

現金及び現金同等物 534,027千円
　

現金及び預金勘定 274,487千円

預入れ期間が３ヶ月
を超える定期預金

△2,223千円

現金及び現金同等物 272,264千円
　

　



リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

　

　 その他

　　取得価額相当額 69,760千円

　　減価償却累計額
　　相当額

32,757千円

　　中間期末残高
　　相当額

37,002千円

①　リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

　 その他

　　取得価額相当額 78,808千円

　　減価償却累計額
　　相当額

39,197千円

　　中間期末残高
　　相当額

39,610千円

①　リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額

　

　 その他

　　取得価額相当額 72,818千円

　　減価償却累計額
　　相当額

39,416千円

　　期末残高
　　相当額

33,401千円

②　未経過リース料中間期末残高相
当額

１年内 13,384千円

１年超 24,567千円

　合計 37,951千円

②　未経過リース料中間期末残高相
当額等
未経過リース料中間期末残高相
当額

１年内 14,004千円

１年超 26,350千円

　合計 40,355千円

②　未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 12,288千円

１年超 22,085千円

　合計 34,373千円

③　支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額

支払リース料 7,113千円

減価償却費相当額 6,762千円

支払利息相当額 306千円

③　支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び支払利息相当額及び減損
損失

支払リース料 7,710千円

減価償却費相当額 7,035千円

支払利息相当額 443千円

③　支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額

支払リース料 14,052千円

減価償却費相当額 13,421千円

支払利息相当額 609千円

④　減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とした残

存価額を零とする定額法によっ
ております。

④　減価償却費相当額の算定方法
　

同左
　

④　減価償却費相当額の算定方法
　

同左
　

⑤　利息相当額の算定方法
　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相
当額とし、各期への配分方法に
ついては利息法によっておりま
す。

⑤　利息相当額の算定方法
　
　

同左
　
　

(減損損失について)
リース資産に配分された減損損失は
ありません。

⑤　利息相当額の算定方法
　
　

同左
　
　

　
　



有価証券関係

(前中間会計期間末)

該当事項はありません。

　

(当中間会計期間末)

該当事項はありません。

　

(前事業年度末)

該当事項はありません。

　



デリバティブ取引関係

(前中間会計期間末)

中間期末残高がないため、該当事項はありません。

　

(当中間会計期間末)

中間期末残高がないため、該当事項はありません。

　

(前事業年度末)

期末残高がないため、該当事項はありません。

　



持分法投資損益

(前中間会計期間)

当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

　

(当中間会計期間)

当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

　

(前事業年度)

当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

　



１株当たり情報

　
前中間会計期間

(自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年11月１日
至　平成18年４月30日)

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

１株当たり純資産額 535円78銭 １株当たり純資産額 558円73銭 １株当たり純資産額 526円05銭

１株当たり中間純利益
金額

42円76銭
１株当たり中間純利益
金額

40円67銭
１株当たり当期純利益
金額

32円98銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、潜在株
式がないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、潜在株
式がないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、潜在株
式が存在しないため記載しておりま
せん。

　 　 　

１株当たり中間純利益
金額の算定上の基礎

損益計算書上の
中間純利益

201,189千円

普通株式に係る
中間純利益

201,189千円

　普通株主に帰属しない
　金額の主な内訳
　　該当事項はありません。

普通株式の
期中平均株式数

4,705,499株

１株当たり中間純利益
金額の算定上の基礎

損益計算書上の
中間純利益

191,246千円

普通株式に係る
中間純利益

191,246千円

　普通株主に帰属しない
　金額の主な内訳
　　該当事項はありません。

普通株式の
期中平均株式数

4,702,115株

１株当たり当期純利益
金額の算定上の基礎

損益計算書上の
当期純利益

155,162千円

普通株式に係る
当期純利益

155,162千円

　普通株主に帰属しない
　金額の主な内訳
　　該当事項はありません。

普通株式の
期中平均株式数

4,704,442株

　
　



重要な後発事象

　 　該当事項はありません。

　



5. 販売の状況

(1) 商品別売上高

(単位：千円)   

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
自　平成16年11月１日 自　平成17年11月１日 自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日 至　平成18年４月30日 至　平成17年10月31日

売上高 構成比(％) 売上高 構成比(％) 売上高 構成比(％)

タイヤ 2,536,361 47.2 2,914,813 50.6 4,120,317 44.3

ホイール 2,295,412 42.7 2,308,307 40.1 4,226,357 45.4

用品 215,171 4.0 206,620 3.6 429,685 4.6

作業料 325,767 6.1 328,441 5.7 531,580 5.7

合　　　　計 5,372,712 100.0 5,758,183 100.0 9,307,942 100.0

※　当社の製品は多岐にわたっており、数量表示は困難でありますので、金額のみで表示しております。

　

(2) 店舗別売上高

(単位：千円)   

　

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

備考
(開閉店年月)

自　平成16年11月１日 自　平成17年11月１日 自　平成16年11月１日
至　平成17年４月30日 至　平成18年４月30日 至　平成17年10月31日

売上高 構成比(％) 売上高 構成比(％) 売上高 構成比(％)

盛岡店 202,680 3.8 200,834 3.5 330,417 3.5 　

仙台店 279,437 5.2 256,165 4.4 451,733 4.9 　

郡山店 221,749 4.1 223,072 3.9 344,253 3.7 　

宇都宮店 373,598 7.0 413,584 7.2 575,684 6.2 　

茨城店 163,658 3.1 179,990 3.1 277,989 3.0 　

大宮店 280,424 5.2 287,024 5.0 509,960 5.5 　

新潟店 301,180 5.6 287,946 5.0 435,835 4.7 　

練馬店 135,236 2.5 － － 135,236 1.4 17年３月閉店

相模原店 233,577 4.3 212,590 3.7 412,181 4.4 　

高崎店 259,797 4.8 289,333 5.0 404,483 4.3 　

長野店 219,263 4.1 198,962 3.5 330,168 3.6 　

札幌店 196,980 3.7 200,545 3.5 367,719 4.0 　

青梅店 206,437 3.8 217,170 3.8 364,791 3.9 　

江戸川店 116,127 2.2 110,639 1.9 213,756 2.3 　

名取店 87,154 1.6 87,818 1.5 129,593 1.4 　

富谷店 65,122 1.2 73,309 1.3 103,322 1.1 　

札幌西店 75,629 1.4 73,969 1.3 139,419 1.5 　

札幌東店 87,897 1.6 77,980 1.4 164,007 1.8 　

川越店 106,079 2.0 120,431 2.1 187,359 2.0 　

横浜店 255,542 4.8 300,380 5.2 523,591 5.6 　

大阪箕面店 69,786 1.3 208,787 3.6 226,651 2.4 17年３月開店

千葉穴川店 － － 179,263 3.1 74,183 0.8 17年７月開店

山形店 － － 19,991 0.3 － － 18年３月開店

宇都宮東店 － － 18,210 0.3 － － 18年４月開店

本社営業部 1,435,362 26.7 1,520,177 26.4 2,605,601 28.0 　

合　　　　計 5,372,712 100.0 5,758,183 100.0 9,307,942 100.0 　

※　本社営業部は、一般顧客を対象とした通信販売及び卸売を行っております。


